
評価調査結果要約表
１． 案件の概要
国名：パラグアイ 案件名：日本-パラグアイ職業能力促進センター

（SPP-PJ）
分野：職業訓練 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：社会開発協力部
社会開発協力第二課

協力金額：11.77億円

協力
期間

1997年9月20日～2002年9月19日
 

先方関係機関：司法労働省職業訓練局
日本側協力機関：厚生労働省、雇用能力開発機構

他の関連協力：
１－１ 協力の背景
1995年に発足した南米共同市場（メルコスール）において決定した2006年までの加盟国間の域内関
税撤廃に向け、パラグアイは外貨導入による工業化の推進等、経済の立て直しと活性化を図ってい
る。そのため、工場の新設・設備の更新にあたっては電子技術分野の専門技術者が必要であり、需
要が高まっている。
このような状況の下、同国政府は司法労働省職業訓練局（SNPP）に日本・パラグアイ職業能力促
進センター（SPP-PJ）を新設した。同センターにおいて電子技術者の向上訓練及び職業訓練局の指
導員の再訓練を行い、今後さらに高度化・多様化する技術に対応するため、パラグアイ政府は我が
国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請してきた。
 
１－２ 協力内容
電子技術分野を中心とする技能労働者を育成し、パラグアイ産業の近代化を図るため、日本・パラ
グアイ職業能力促進センター（SPP-PJ）において、電子技術分野（電気・電子・制御・冷凍空調）
に関する(1)向上訓練コースの実施、(2)指導員再訓練コースの実施、(3)訓練センターの運営管理体
制の確立を支援する。
（１）上位目標
パラグアイ共和国において、電子技術分野の技能労働者の需要が満たされる。
（２）プロジェクト目標
職業訓練局がSPP-PJにおいて、電子技術分野（電気、電子、制御、冷凍空調）を中心に質的に改善
された向上訓練及び指導員再訓練を展開することができるようになる。
（３）成果
1）SPP-PJの運営管理体制が確立される。
2）SPP-PJの施設、機材設備が整備される。
3）SPP-PJにおいて職業訓練指導員の能力が向上する。
4）職業訓練教材（テキスト）が整備される。
5）産業界のニーズにあった向上訓練コースの企画と実施ができる。
6）指導員の能力開発体制（研修）が確立される。
7）広報事業に関係する企画・広報体制が確立される。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 14名 機材供与 3.86億円
短期専門家派遣 11名 研修員受入 15名
相手国側：
カウンターパート配置 30名
ローカルコスト負担 6,467百万グァラニ（1.54億円）
 
２． 評価調査団の概要
調査者 団長・総括：小泉 純作 JICA専門技術嘱託

制御・冷凍空調・訓練管理：志水 正利 厚生労働省職業能力開発局海外協力課
電気・電子：丸山 雅滋 雇用能力開発機構職業能力開発企画部国際室国際協力課
協力企画：赤城 里至 JICA社会開発協力部社会開発協力第二課
評価分析：飯塚 謡子 (株)日本開発サービス

調査期間 2002年7月10日～2002年7月19日 評価種類：終了時評価
３． 評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
パラグアイ国家開発計画（1999～2003年）では「経済活性化及び雇用の創出と訓練」が謳われてお
り、電子技術分野の技能労働者の需要が満たされるという上位目標はパラグアイの開発政策の一環
であるといえる。また南米共同市場（メルコスール）の影響により、高度な電気・電子機器製品の
流入が進む中で、電気分野における技術者の人材育成の需要は大きく、プロジェクト目標は受益者
のニーズに合致している。また、JICA国別事業実施計画においても「中小企業育成のための技術
者・経営者の育成」が援助重点分野に掲げられており、本プロジェクトは日本の開発援助方針にも
沿っている。以上から、本プロジェクトの妥当性は高い。



（２）有効性
SPP-PJにおいて質的に改善された向上訓練及び指導員再訓練が実施されるようになっており、プロ
ジェクト目標は概ね達成されている。訓練受講者及び受講者の所属先企業の代表へのアンケート調
査からも、回答者の大半が、SPP-PJが提供する向上訓練及び指導員再訓練の内容に満足していると
いう結果が得られている。また、訓練システムとして、年間訓練計画・シラバス・指導案等がマ
ニュアルにまとめられており、カウンターパートの技術・指導技法等の能力の面でも、プロジェク
ト当初に比べ大きく改善が図られている。
ただし、産業の高度化の中で、SPP-PJはより高度な電子技術に対応した訓練コースの開設が求めら
れている。またプロジェクト前半のパラグアイ側の投入の遅れにより、指導員再訓練において、段
階的、体系的な訓練体系まで構築されておらず、かつ計画より遅れていることから、開設の必要な
コースが取り残されている状況である。
（３）効率性
日本側の専門家派遣・機材供与は、ともに適切に投入された。また、日本におけるカウンターパー
ト研修の結果、技術的なレベル向上だけでなく、日本での職場規律・習慣に接し、品質管理のノウ
ハウなどの習得がなされた。一方、パラグアイ側の投入は、プロジェクト開始当初は適切に実施さ
れず、施設整備の遅れ、カウンターパートの欠員等の問題が生じた。しかし、パラグアイ側の自助
努力によりこれらの問題はプロジェクト後半には解決された。特にカウンターパートの配置につい
ては、準カウンターパートも含め、当初予定していた4名を上回る7名が配置された。また、本プロ
ジェクトの供与機材、およびプロジェクト実施以前の無償供与機材ともに概ね有効に活用されてい
る。
（４）インパクト
訓練コースの受講者数は、2002年5月末現在7,732名に達しており、2000年6月末時点の1,491名に比
べ大幅に増加している。当プロジェクトの対象地域であるアスンシオン首都圏の第二次産業労働者
の16.9％は既に向上訓練を受けたことになり、引き続き正のインパクトが期待される。訓練を受講
した労働者は同僚への指導を行っており、プロジェクトの波及効果も認められる。しかし、向上訓
練・指導員再訓練ともに訓練内容と、産業界が求める最新の電子技術能力ニーズとの間に乖離が生
じており、今後訓練内容の再検討が必要である。また地方センターでの向上訓練実施のニーズも高
まっていることから、今後地方センターへの普及拡大も必要とされる。
（５）自立発展性
司法労働省職業訓練局は機構改革を実施し、事務部門を中心に職員数を半分以下に削減し技術/事務
の人数比率を3:7から7:3に変えるなど、実施体制において更なる効率化を図っている。今後SPP-
PJをはじめとする職業訓練局の自立発展を目指していくためには、地方支局も含めた指導員等の技
術部門について、質・数ともさらに強化していく必要がある。
一方、財政面では、プロジェクト前半においてはパラグアイ側の投入が適切に実施されなかった。
しかし、プロジェクト後半において、司法労働省職業訓練局は厳しい財政状況にもかかわらず、プ
ロジェクトへの財政的支援を円滑に行った。また、給与所得者の給与の1％を徴収する労働税を原
資とした特別予算が確保されていることから、財政的側面においても自立発展が期待される。
技術面では、日本側供与機材は、良好な状態で維持管理されており、適切に使用されている。ま
た、カウンターパートは機材を保守管理し、向上訓練を実施し、機材を開発するための基本的な能
力を有している。しかし、指導員再訓練は開始が遅れたため、技術移転が不十分である。一方供与
されたコンピュータが電子技術分野で求められている仕様を満たしていないため、SPP-PJを司法労
働省職業訓練局傘下のセンターの拠点として発展させるには、新たな機材の供給が必要である。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
該当なし
（２）実施プロセスに関すること
日本人専門家のプロジェクトに対する熱意が高かったこと、カウンターパートの定着率が高かった
こと、また日本人専門家とカウンターパート双方の努力によりコミュニケーションが非常に良好で
あったことが活動を促進した。
 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
該当なし
（２）実施プロセスに関すること
プロジェクト開始当初、パラグアイ側の緊縮財政により、センターの施設改修工事及びカウンター
パートの配置が遅れた。また、司法労働省職業訓練局の財源である労働税の配賦が滞ったため地方
支局職員への給与が支給されず、地方支局の活動が一時停滞した。この結果、指導員再訓練の開始
が遅れた。
 
３－４ 結論
SPP-PJでは、質的に改善された向上訓練及び指導員再訓練が実施されるようになっており、プロ
ジェクト目標は概ね達成されている状況である。プロジェクト前半にパラグアイ側の投入不足及び
遅延が生じたが、これはパラグアイ側の自助努力によりほぼ解決しており、向上訓練コースの受講
者数は大幅に増加した。一方、指導員再訓練については、前述したパラグアイ側の投入の遅れによ



り開始が遅れ、プロジェクト後半から本格的に開始されるようになったため、終了時点においても
未開設のコースが残されており、今後パラグアイ側へのさらなる技術移転が必要とされる。
なおセンターが提供する向上訓練コースのカリキュラム内容と産業界のニーズとの間に乖離が生じ
ており、ニーズに合致した訓練コースの開設が必要である。また、電子技術分野の指導員の技術を
向上するため、東部（エステ）、中部（コロネルオビエド）、南部（エンカルナシオン）の3支局
のセンターでの向上訓練の実施が求められている。政府及び司法労働省職業訓練局からSPP-PJへの
制度的な支援は十分であるが、今後の自立発展のためには、技術部門を質・量ともさらに強化して
いく必要がある。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）指導員再訓練の開始が計画より遅れており、コースを計画、開発、及び実施することが必要
である。
（２）産業界の電子技術分野のニーズを反映した向上訓練および指導員再訓練を実施する必要があ
る。
（３）アスンシオン以外の地域における指導員のレベル向上を図るため、他の訓練センターにおけ
る向上訓練コースの実施が求められる。

 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）在職者を対象とした訓練では、受講者が長期間職場を離れることが難しいため、通常の長期
コースを更に細分化したモジュールコースなど、短期間で効果の得られる訓練形態を設定する必
要がある。
（２）プロジェクトの活動計画については、上位目標の達成に向けて当該分野のニーズに合致する
よう、適宜見直していくことが必要である。
（３）産業界のニーズを把握するためには、できる限り多くの企業をカウンターパートとともに訪
問し、最新及び近い将来の訓練ニーズについてインタビュー調査などを実施することが有効であ
る（本プロジェクトでは4分野合計110社にも及ぶインタビュー調査を実施した）。

（４）各モジュールを基礎レベルから応用レベルへと段階的、体系的につなぎ合わせた訓練体系図
の作成は技術移転及び訓練コースの改編、また自己啓発を図る訓練生や産業界の人事部門の関係
者にとっても有効である。

 
３－７ フォローアップ状況
指導員再訓練において開発の必要なコースが残されていること、また産業界の電子技術分野のニー
ズに合致した向上訓練及び指導員再訓練の開設が必要なこと、更には向上訓練の地方展開のニーズ
が高いことから、投入規模を絞りつつ、1.5年のプロジェクト延長を2004年3月まで実施している。
 
 


